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２版様　式　Ｆ－７－１

　２．課題番号

  

５．研究実績の概要

６．キーワード

７．現在までの進捗状況

チーム支援　特別支援教育　家族支援　対話的アプローチ　養育支援

３．研究課題名

区分 （2）おおむね順調に進展している。
理由
　教育機関を対象とした調査は順調に進めることができたが、保育機関については打診にとどまっているため、おおむね順調と判断した。 
　また、フィンランドの現地調査についても、担当者との信頼関係も作ることもでき、次年度への展開（ミーティングへの立ち合いや他の機関への調査）につな
がっているのでおおむね順調と判断している。ただし、コロナウィルス感染拡大の状況により、計画は変更になる可能性があり、それに備えたいと考えている。 
　さらに養育支援については、親子の対話を促すアプローチの適用を数家族を対象に開始しているので順調と判断した。
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対話的アプローチを用いた発達障がい児に対するチーム支援プログラムに関する研究

令和元年度～令和３年度

１．研究種目名　　　 19K02920

部局

　初年度の目的は、保育、教育機関の教職員を対象に、チーム支援に対する理解や対話的アプローチに対するニーズに関するアンケート及びインタビュー調査を
行い、現状を明らかにするとともに、対話的アプローチを取り入れているフィンランドの自治体で現地調査を行い、日本への導入可能性と研修のあり方について
検討することであった。 
　現時点において、小学校、特別支援学校の校長16名にインタビュー調査を行い、その結果を分析、チーム学校の現状と課題について考察を進めている。また、
フィンランド、コトカ市の教育課職員へのインタビュー調査から、対話的アプローチ導入の経緯や実施状況について整理し、日本の自治体での導入を模索してい
る。具体的にはある小学校で発達障がいが推測される児童の登校、および学校生活について、保護者とNPOスタッフ、そして学校関係者とともにミーティングを
試み、親子関係だけでなく、学校とその家族の関係に改善が見られている。チームに当事者である保護者を入れて対話を行うことの有効性が示唆された。 
　教育機関での調査は進めることができたが、保育機関（幼稚園や保育所）等については打診をしている段階なので、次年度着手したいと考えている。初年度の
調査から、チーム支援や対話的アプローチの保護者のニーズについても調査する必要性があると判断されたので、調査対象を広げたいと考えている。 
　また、次年度の目的としていた養育支援については、親子の対話を促すアプローチの適用を始めており、事例検討を進めている。
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９．次年度使用が生じた理由と使用計画

１０．研究発表（令和元年度の研究成果）

〔雑誌論文〕　計1件（うち査読付論文　1件／うち国際共著　0件／うちオープンアクセス　1件）

2019年

〔学会発表〕　計0件

〔図書〕　計0件

計0件（うち出願0件／うち取得0件）

１２．科研費を使用して開催した国際研究集会

計0件

１３．本研究に関連して実施した国際共同研究の実施状況

－

１４．備考

－

有

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
人間生活文化研究

１１．研究成果による産業財産権の出願・取得状況

自閉症スペクトラム児と保護者の関係発達－対人関係発達指導法（RDI)による事例検討－
 ２．論文標題

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －
 オープンアクセス  国際共著

581-590

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
なし

次年度使用額が無いため、記入しない。

 １．著者名  ４．巻
高橋ゆう子 29

 ５．発行年

　初年度の調査等から「チーム」の捉え方が多様であることが明らかになったので、保護者のニーズと照らし合わせながら支援関係者チームの研修のあり方、プ
ログラムを検討したいと考えている。 
　そして親子の対話を促す「家族チーム」としての支援については、本研究では発達障がいが推測される子どもと保護者の関係に主に焦点を当てているが、発達
障がいの有無にかかわらず、親子の対話を促すアプローチの適用を検討することを考えている。「発達障がいのある子どもの特性を踏まえた」の養育支援という
より、すべての子どもと保護者の対話、「親子の安定した情緒的関係を促すこと」をモデルにした発達障がい児の養育支援の効果を検討していく予定である。

８．今後の研究の推進方策
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